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0. 業務のフローチャート
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　　　　　　　　　　　　　　出典：共同企業体作成
図 2.2-1　業務のフローチャート
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2-1
業務実施の方法
弊共同企業体の業務実施に係る方法
[bookmark: _GoBack]企画競争説明書に示された業務内容につき、各項目の業務の実施方法を表2.2-1～表2.2-3にとりまとめた。下表の各項目のうち、右欄に「詳述〇」を記した項目については、詳細説明を後述する。
[bookmark: _Ref16105129]表 2.2‑1　業務項目と業務実施方法（1/3）
	[bookmark: _Hlk9590385]
No.
	業務実施方法
	詳述有

	【1.背景・現況の確認】
	

	1.(1)
	【事業の背景・必要性の確認・整理】
企画競争説明書に示された9つの項目について、先行調査等の既存資料を基に確認して整理する。整理した内容から抽出した疑問点を質問状にまとめ、現地調査の前にJICAを通じて先方政府へ送付し、最新情報を収集する。
	

	1.(2)
	【事業対象地域の現況踏査】
事業対象地域の現況踏査を行い、『現道ダルトンパスの確認・整理』、『事業対象地域の道路・橋梁の整備状況』、『道路・橋梁の維持管理状況』、『関連インフラの整備状況』、『経済・社会・環境の状況』、『道路計画上のコントロールポイント等』の確認を行う。
なお、踏査区間をアリタオ～ディグディグ区間とし、概略設計範囲以外の道路については、ボトルネック箇所（上記区間にあるベイリー橋等の改良が必要な箇所）を整理し、提言を報告書に記載する。
	

	1.(3)
	【先行調査結果レビュー】
	詳述1

	1.(4)
	【インセプション・レポートの作成・協議】
調査全体の方針・方法、作業計画を策定、取りまとめてインセプション・レポートを作成し、現地日本国大使館および貴機構の現地事務所に説明と事前打合せを行い、打合せを踏まえて先方政府への説明と協議を行う。
なお、本協議では、本準備調査からL/A調印までの円借款事業実施の手続き、準備調査と円借款審査の位置付け等を先方政府に十分に説明し、理解を促す。
	

	【2.概略設計の実施と事業効果の確認】
	

	2.(1)
	【自然条件調査】
	詳述2

	2.(2)
	【交通量調査及び将来交通需要予測】
	詳述3

	2.(3)
	【事業実施計画の策定】
『①事業の目的』、『②対象事業の内容』、『③コンサルティング・サービスの内容』を含む事業の概要を策定する。以下に各作業の成果内容を示す。
①：過去の検討経緯や現況の分析による事業の必要性と目的を整理
②：確定した路線に対する概略設計において設計条件、構造物の種別・規模等を表形式でまとめ、必要な図面を添付
③：概略設計が完了した時点で、パッケージ区分や工期を検討し、コンサルティング・サービスの内容と規模をバーチャート形式で作成
	

	2.(4)
	【概略設計】
	詳述4

	2.(5)
	【施工計画・資機材の調達計画】
（※企画競争説明書の項目から一部変更し、事業実施スケジュールは2.(8)に示す。）
	詳述5

	2.(6)
	【本邦技術の活用可能性の検討】
	詳述6


出典：共同企業体作成


表 2.2‑2　業務項目と業務実施方法（2/3）
	
No.
	業務実施方法
	詳述有

	2.(7)
	【事業費の積算】
事業費の積算は企画競争説明書に示された１）ア～クの項目について、企画競争説明書に準じて取りまとめる。本事業はSTEP案件を念頭としており、本邦企業調達を想定した積算を実施することから、現地政府の積算基準（RED BOOK 2015:COST ESTIMATION MANUAL, BLUE BOOK 2013:STANDARD SPECIFICATIONS FOR HIGHWAYS BRIDGES AND AIRPORTS）を考慮した上で、本邦積算基準に準拠する。なお、事業費の設定にあたり、【技術方針3】のリスク対応策実施評価結果を基に、事業費設定に反映できるものは貴機構と協議し、予備費等事業費設定の判断根拠とする。フィリピンのトンネル事業の状況に鑑み、留意すべき点を下表に示す。
	

	
		項目
	本事業特有の積算に係り留意すべき点

	1.直接工事費
	各工種および設計仕様に基づき直接工事費積算を実施する。

	1.1トンネル工
	施工計画、サイクルタイムに基づいた積み上げ積算を行う

	1.2資材
	調達計画に基づいた各資材単価を設定する。トンネル工事では特に掘削土の有効活用を勘案した単価設定に留意する。また、本邦調達資材の適正な価格を調査し適用する。

	1.3仮設備
	仮設備計画（プラント・換気・受配電・給排水・環境社会配慮設備等）の設備構成、規模に留意する。

	1.4トンネル設備
	・トンネル設備設計、各機器の仕様に応じた積算を実施する。
・供用時の配電計画に留意した費用の計上を行う。
・ダバオバイパス事業で収集した見積もり価格を参考にする。

	1.5 OM施設
	他の案件例のOM規模も参考にして施設費用の計上を行う。

	1.6安全設備
	村落が隣接していることから安全対策費用を計上する。

	2.間接工事費
	JICA無償ガイドライン等を参照して計上する。

	3.一般管理費
	本邦積算基準に準拠し算出する。

	4.その他
	先方政府負担等、事業費に係る費用を勘案する。税措置の確認を行い適切に計上する。



	

	2.(8)
	【調達計画・事業実施スケジュールの策定】
事業実施スケジュールは、フィリピンでの各手続きに要する期間を確認し、日本側の手続き、作業に係る期間を算定した上で作成する。工事工程は複数案を検討し、実現性の高い案を策定する。また、コントラクター調達の入札条件にジェンダー配慮の視点を取り入れ、要件に追加する。
	

	2.(9)
	【事業実施体制の検討】
共同企業体の構成員である日本工営が保有する海外の山岳トンネル事業の知見も踏まえ、実施体制として留意すべき事項を抽出するとともに、フィリピンの財務・予算・技術水準等の情報を収集・整理し、実現性の高い事業実施体制を検討、提案する。
	

	2.(10)
	【運営・維持管理体制の検討】
企画競争説明書P22に示された5項目について検討・整理する。なお、運営・維持管理は統一的な機能の維持で実施される必要があるが、事業対象道路はPrimary Road （国道）、Provincial Road（州道）といった管轄機関道路が跨いでいる。本業務では事業対象道路全体の運営維持管理の担当機関の確認を行い、維持管理の方針について提案する。また、技術支援の必要性を検討し、技術支援を行う場合は、2.（3）③で作成するバーチャートに人員と投入時期を示す。
	

	2.(11)
	【実施機関負担事項の確認】
事業を円滑に進めるため、実施機関が行うべき手続き、移設物の有無等を明確化し、事業スケジュールと必要なマイルストーンを提示する。なお、企画競争説明書P23に示された項目に加え、先住民族関連を含む環境社会配慮面の手続きが重要と考えており、実施機関によって円滑に行われるように特に留意して支援を行う。
	


出典：共同企業体作成

表 2.2‑3　業務項目と業務実施方法（3/3）
	
No.
	業務実施方法
	詳述有

	2.(12)
	【環境社会配慮】
	詳述7

	2.(13)
	【用地取得・住民移転計画案の作成支援】
	詳述8

	2.(14)
	【本事業の評価】
「定量的評価」「定性的評価」に分類して評価し、事業実施前（ベースライン）、及び事業の事後評価が行われる事業終了2年後の運用・効果指標を算定する。
	定量的評価（案）
	経済
評価
	前提条件や原単位はDPWHによる « Basic Vehicle Operating and Road Agency Costs for HDM-4 »等を参考にし、フィリピン側との協議により決定する。
【評価指標】EIRR、NPV、B/C
【前提条件】期間：道路開通後30年、社会的割引率：12％
【便益評価項目】
①車両走行費用の節減、②旅行者の時間費用節減、
③災害時の迂回交通にかかる経費節減期待値

	
	財務
評価
	EIRRとFIRRはトレードオフの関係にあるため、財務的な面だけでなく、EIRRとのバランスにも留意した料金水準を検討する。
【評価指標】FIRR

	
	整備
効果
	交通需要予測結果等を用いて整備による間接的効果を分析する。
【指標】地域間交流人口、病院など主要施設へのアクセス時間、温室効果ガス排出削減

	
	運用
効果指標
	【指標】①年平均日交通量、（PCU/日）、②旅客数（人/日）、③貨物量（㌧/日）、④所要時間（分）、⑤当該区間の平均旅行速度（km/h）、⑥車両走行費用の節減（ペソ/日）等を基本とする。

	評価（案）
定性的

	整備
効果
	定量化できない整備後の効果をヒアリング調査等により抽出する。
【効果】新規産業の誘致､雇用・所得の増大､財・サービス価格の低下、走行性向上による農畜産物の品質向上、災害時の農畜産物の経済的影響回避、日本企業への裨益効果



	

	2.(15)
	【気候変動適応策としての案件形成に係る情報収集・分析】
「道路環境の改善による温室効果ガス排出削減」を事業評価の1項目とし、本事業の整備効果を確認する。また、温室効果ガスの緩和に寄与する道路法面の緑化等を検討し、積極的に採用する。
	

	2.(16)
	【有識者からの意見聴取】
JICAが助言・意見を聴取するために有識者によるアドバイザリー委員会を設置した場合、資料の作成や現地踏査への案内等を実施する。現地踏査の案内時期は、路線がほぼ確定し、概略設計の初期段階の時期を提案する。なお、本現地踏査の目的は、技術的な意見の交換である。
	

	2.(17)
	【本邦企業説明会】
本邦企業説明会を2回開催する。1回目の開催時期はIT/Rの作成がほぼ完了した時期とし、第2回目はDF/Rの作成がほぼ完了する時期を提案する。
	

	2.(18)
	【トンネル等の技術紹介に係る現地セミナー及び本邦招聘の企画・実施】
	詳述8

	2.(19)
	【3次元モデルを用いたCIMデータの活用】
	詳述9

	2.(20)
	【インテリム・レポート、ドラフト・ファイナル・レポート、ファイナル・レポートの作成・協議】
各レポートはその内容を貴機構に確認し承諾を得たのち、C/P機関へ説明し、協議・確認する。説明の際に、報告内容を簡潔に示した概要版およびCIMによるビジュアルイメージを活用し、理解しやすい資料作りを行う。
	


出典：共同企業体作成

背景・現況の確認に係る詳述
【詳述1：1.（3）　先行調査結果レビュー】
	[image: ]
出典：共同企業体作成

	[bookmark: _Ref16796409]図2.2‑2　最適路線の選定フロー


前述の表2.1-1に示した先行調査における事業内容を詳細に精査する。その際、企画競争説明書のP17に示された11の観点から検討内容や妥当性を整理し、分析する。それらを踏まえ、本業務において更新するべき項目を把握し、方策をIC/Rに記す。
路線選定において、【技術方針1】で策定した整備方針と設計基準、および【技術方針2】で示した路線選定の方針を基に、先行調査の路線案に対して詳細なレビューを行う。レビューにあたり図2.2-2に示すフローに従い、先方関係者と早期に合意形成が図れるよう、客観的合理性を保つことに十分配慮する。
弊共同企業体が実施した現地踏査や文献分析によって、地すべり、河川、リニアメント等の自然条件および集落といった要因を特定し、更新版コントロールポイント図を作成した。これを基に新計画路線を先行調査案ベースで3案、新規提案で1案設定した。これら4路線の位置と予備的比較検討結果を図2.2-3に示す。
	[image: ]

	項目
	【先行調査の路線案をベースに修正】
	【新規提案】

	
	新計画案１
	新計画案２
	新計画案３
	新計画案４

	トンネル標高
	800 m
	700 m
	600 m
	700 m

	路線延長
(km)
	土工
	15.7 km
	12,200 m
	13.9 km
	9700 m
	11.7 km
	5,300 m
	10.9 km
	6,900 m

	
	橋梁
	
	1,100 m
	
	600 m
	
	300 m
	
	300 m

	
	ﾄﾝﾈﾙ
	
	2.4 km
	
	3.6 km
	
	6.1 km
	
	3.7 km

	概算工事費
	126 %
	121 %
	123 %
	100% （基準）

	特徴／評価
	ﾄﾝﾈﾙ延長は短いが山間部に長大橋梁が必要。
北側の地すべりに注意。
	ﾄﾝﾈﾙ延長が短いが、土工延長が長く橋梁が多い。北側の地すべりに注意。
	ﾄﾝﾈﾙ延長が長く、施工期間が長く経済性に劣る。
	ﾄﾝﾈﾙと土工の延長バランスが良く、最良案と考えられる。


出典：共同企業体作成	注：路線延長は路線案の分岐位置からの測定のため暫定値とする。
[bookmark: _Ref16803044]図2.2‑3　先行調査レビューと更新したコントロールポイントに基づく予備的比較検討結果
現地にて、詳細な現地踏査や情報収集を通じてコントロールポイントを再度更新し、路線選定の検討に反映する。路線の比較検討における評価項目・重み付けは、対象道路の地域における重要性に鑑み、事業効果（走行性）、災害への強靭性を重視した表2.2-4に示す内容を提案する。
表 2.2‑4　現段階における路線検討に係る評価項目と重み（案）
	評価項目
	評価点（10点満点）

	
	高（10-8）
	中（7-4）
	低（3-0）

	事業効果
	旅行時間が大きく短縮する
	旅行時間がやや短縮する
	旅行時間が短縮しない

	社会環境への
影響
	用地取得/影響世帯が少ない
	用地取得/影響世帯が中程度
	用地取得/影響世帯が多い

	自然環境への
影響
	保護区、河川等への影響が小さい
	保護区、河川等への影響が中程度
	保護区、河川等への影響が大きい

	施工性
	施工の難易度が低い
	施工の難易度が中位
	施工の難易度が高い

	工期
	工期が短い
	工期が中位
	工期が長い

	災害への強靭性
	災害に対してリスクが少ない
	災害に対するリスクが中程度
	災害に対してリスクが高い

	経済性
	事業費が安価
	事業費が中程度
	事業費が高価

	維持管理性
	維持管理が容易・安価
	維持管理性・費用が中程度
	維持管理が困難・高価


出典：共同企業体作成
概略設計の実施と事業効果の確認に係る詳述
【詳述2：2.（1）　自然条件調査】
気象調査・自然災害調査及び水理・水文調査
道路、橋梁、排水工に対する流量、およびH.W.Lの設定、トンネル施工時の湧水に留意が必要である。また、山脈からの湧き水は農業用水や飲料水に利用されている。以上より、表2.2-5に示す調査を提案する。なお、平野部の水理・水文条件によっては道路縦断の設定、橋梁等の構造物のクリアランスの決定に氾濫解析を要する場合がある。氾濫解析が必要と判断した場合は、貴機構に相談したうえで実施する。
表 2.2‑5　気象調査及び水理・水文調査項目の目的・数量・実施方法
	項目
	目的及び内容
	調査方法（数量）
	実施方法

	資料
収集
	【目的】調査地域の水理地質構造、地下水の概要、問題点を把握し、調査計画を立案。
【内容】水理地質構造、降水量、気温、井戸や用水等の位置・利用状況
	・各関係機関からデータを収集し、分析を行う。
	自然条件調査従事者

	水収支
	【目的】調査区間の水循環を把握するための水文、気象、表流水量、地下水位調査等を実施し、水収支に係る設計条件を設定。
【内容】河川流量、用水量、観測井、トンネル湧水量、渇水影響
	・集水範囲の決定
・水理計算実施
・観測井：各トンネル坑口、トンネル間の最深谷に1ケ所⇒9箇所
・トンネル湧水量の計算
	地質調査、自然条件調査、トンネル計画従事者

	水文
地質
（トンネル）
	【目的】水理地質構造（帯水層の分布、規模）、地下水の性状（地層水、烈か水）等を地質図にとりまとめ、湧水地点を予測。
【内容】地質調査結果を踏まえた水文検討
	地質調査に記載
	地質調査、自然条件調査、トンネル計画従事者

	水文
環境
	【目的】集水範囲および近接地域（トンネルから1km以内）における水源と水利用の実態を把握し、施工による影響を予測。
【内容】水源：湧泉、河川、湖沼、貯水池、井戸
	・現地聞き取り調査による利用の目的、状況、重要度の確認
・代替水源の確認
	自然条件調査、自然環境配慮従事者

	自然
災害
	【目的】対象地域の地震、台風、洪水の自然災害の発生状況の整理。
【内容】頻度、リスク地域、発生時の影響
	・各関係機関からデータを収集し、分析を行う。
・現地聞き取り調査
	自然条件調査従事者


注：観測井、弾性波探査、電気探査、PS検層、鉛直ボーリングは地質調査において実施する。
出典：共同企業体作成

地形測量
本業務では概略設計の効率化・工期短縮のため、業務開始直後から衛星写真より1/5,000精度の地形図を事業対象範囲で作成し、路線確定・合意後すぐに同地形図をベースとして概略設計検討を開始する。同時に確定路線のLiDAR測量を実施し概略設計のベースマップとなる1/2,000精度の地形図を作成する。また、渡河橋梁のクリアランス設定や減災対策検討のための水文検討に係る情報を得るため、計画道路と交差する河川の河川測量を実施する。調査は河川中心線の縦断測量ならびに横断測量とする。上記の地形測量は国内再委託及び現地再委託で実施し、その概算数量は表2.2-6、表2.2-7の通りである。これらの提案数量は業務開始後、関係機関からの提供資料をレビューし、路線選定の結果を反映して更新する。
表 2.2‑6　路線案比較および概略設計のための地形測量
	測量の目的
	対象区間
	測量項目と数量
	アウトプット

	概略設計先行着手のための
ベースマップ作成
	調査対象区間 約50km
	【衛星画像】
153km2程度
	1/5,000
地形図

	概略設計のためのベースマップ作成
	調査対象区間約50kmから
既整備区間を除いた路線周辺（延長約30km）
	【基準点測量】
1カ所/km
【LiDAR測量】
約30km×左右200m
	1/2,000
地形図


出典：共同企業体作成
表 2.2‑7　河川測量項目・数量
	項目
	単位
	数量
	備考

	中心線縦断測量
	km
	5.0
	5本の河川を想定。交差地点から前後に500m、音波探査機もしくはGPS/トータルステーションにより実施。

	横断測量
	km
	11.0
	縦断測量中心から両側に100m幅、100mピッチで実施。5河川×11測線×200m=11,000m。


出典：共同企業体作成
地質調査
事前現地踏査結果を踏まえた地質概況
事前現地踏査および既存資料等から想定される地質概況を下表に示す。
表 2.2‑8　事前現地踏査における地質概況
	※
	事前現地踏査における地質概況

	A
	花崗岩類分布地域で、地すべり地形の可能性が高い。崩積土・崖錐堆積物が厚く分布する斜面で、沢の分布が少ない（地山としての安定が乏しく、沢地形として残りにくい）。【地滑り地形】

	B
	花崗岩類分布地域で、崖錐堆積物および強風化（マサ化）岩の斜面である。沢地形が認められ、斜面としては概ね安定している。強風化帯にはマサ土中に硬質な花崗岩ブロックが介在する。

	C
	花崗岩類分布地域で、崖錐堆積物および強風化（マサ化）岩の斜面である。沢地形が認められ、斜面としては概ね安定している。強風化帯にはマサ土中に硬質な花崗岩ブロックが介在する。

	D
	花崗岩類分布地域で、地すべり地形の可能性が高い。崩積土・崖錐堆積物が厚く分布する斜面で、沢の分布が少ない（地山としての安定が乏しく、沢地形として残りにくい）。【地滑り地形】

	E
	花崗岩類分布地域で、尾根の下方に急崖堆積物が分布するものの、地山としては安定している。

	F
	既往報告書によれば、標高900～1000ｍを境にして上位には山頂地域を構成する時代未詳層が分布しており急勾配斜面をなしている。一方、下位には花崗岩類が分布しており、崖錐堆積物に広く覆われた緩斜面が広がっている。【岩盤劣化帯や突発的湧水に遭遇する可能性】

	G
1-5
	既往報告書によれば、山頂地域を構成する時代未詳層分布地域で、山腹斜面は急勾配をなしており、概ね堅硬な岩盤の分布が想定される。


※本表のアルファベット記号を図2.2-4に図示。
出典：共同企業体作成

[image: ]アリタオ→
←ディグディグ
A,D:地滑り地形
F:岩盤劣化帯や突発的湧水に遭遇する可能性

出典：共同企業体作成
図 2.2-4　事前現地踏査による地形・地質状況
地質調査の数量等
[bookmark: _Hlk16788635]現時点で想定する地質調査数量を表2.2-9に示す。なお、調査の進捗状況、路線の確定結果等を踏まえ、位置、数量等は再度検討し、貴機構に再提案する。
[bookmark: _Ref15575797]表 2.2‑9　地質調査の目的・数量・実施方法（トンネル5km案を想定）
	調査項目
	目的及び内容
	調査方法（数量）
	実施方法

	資料収集
	【目的】調査計画の立案
【内容】地質調査に係る報告書、地質図類・地形図の収集、整理とレビュー
	インターネットによる探索、先方政府等からの入手、購入
	現地傭人
と実施

	地表地質
踏査
	【目的】路線沿いの地質区分・地質構造の把握
【内容】現地踏査による地形・露頭の観察と地質図作成
	4つのトンネル計画ルートを対象に両坑口周辺からトンネルルート沿いに実施、1/5,000地形図を用いてルートマップを作成
	現地庸人
と実施

	地質調査
（トンネル）
	【目的】トンネルの位置決定、地山分類・トンネル構造物（覆工、支保工、坑口）・施工方法の検討、湧水量の検討、重金属含有・膨潤性地山の有無確認
【内容】鉛直ボーリング、現場透水試験、PS検層、弾性波探査等、室内岩石試験
	・鉛直ボーリング：各坑口（4孔×50m）、トンネル区間（4孔×100m）
・現場透水試験：8か所
・PS検層：8ヶ所、計600m（各ボーリング位置）
・室内試験（単位重量、圧縮・引張強度、超音波伝播速度、ポアソン比、X線分析、溶出試験、岩石顕微鏡観察）：32試料
・弾性波探査、電気探査：トンネルに沿って1測線（5km）、横断方向200m×2測線（坑口付近）
	現地
再委託

	地質調査
（道路構造物）
	【目的】道路構造物の位置決定、基礎形式の検討、斜面安定度の検討
【内容】ボーリング、室内土質試験
	・橋梁：40本×10m（支持層5m確認）
・斜面：10本×20m（着岩後3ｍ確認）
・SPT（1m毎）
・物理試験（粒度、含水、比重、液塑性）：4試料/1孔（※計200試料）
・一軸圧縮、三軸（UU）：計18試料 ※橋梁部
	現地
再委託


出典：共同企業体作成
【詳述3：2.（2）　交通量調査及び将来交通需要予測】
0. 交通量調査
既存資料の収集・整理
『調査対象地域の交通概況に係る資料』、『年平均1日OD表に変換するために必要な週変動や月変動データ』、『近隣で実施した交通量調査結果』、『近隣の料金所の1年分の車種別日交通量』等を入手し整理する。

路側OD調査の実施
ダルトンパスを通過する交通の内容を把握するため、交通量カウント調査を含む路側OD調査を実施する。
	表 2.2‑10　路側ＯＤ調査の概要
	[image: ]
図 2.2-5　調査地点図

	項目
	内容
	

	調査地点
	Santa Fe南側、現道ダルトンパスと州境（Nueva Vizcaya - Nueva Ecija）の交差部
	

	調査日
	平日2日と休日1日（計3日間）
	

	調査時間 
	朝7時から翌日7時まで（連続24時間）
	

	交通量調査
対象車種
	13車種［1:バイク、2:トライシクル、3:乗用車、4:ジプニー、5:小型貨物車、6:小型バス、7:大型バス、8:トラック（2軸）、9:トラック（3軸以上）、10:セミトレーラー（3-4軸）、11:セミトレーラー（5軸以上）、12:トレーラー（4軸）、13:トレーラー（5軸以上）］
	

	OD調査対象
	上記の「バイク」「トライシクル」を除く全車種
	

	OD調査の内容
	出発地、目的地、［席数、乗車率］（バス類:車種4,6,7のみ）、［積載品目、積載重量、最大積載容量］（貨物車類:車種5,8-13のみ）
	

	OD調査の目標サンプル率
	車種毎に時間交通量の30％以上のサンプルを確保
	

	出典：共同企業体作成
	


将来交通需要予測
現況OD表の作成
路側OD調査結果について、車種別・時間帯別にサンプル数を拡大した後、平日・休日の1日当たりのOD表を作成する。次いで、調査日別・4車種別（乗用車類、バス類、トラック類、トレーラー類）に集約し、情報収集により得られた週変動・月変動補正係数を用いて、現況の年平均1日OD表を作成する。
現況及び将来の社会経済フレームの整理
予め設定したゾーニングに合わせて、調査対象地域及びその周辺の人口やGRDP、自動車保有台数を整理する。また上位計画や対象地域の土地開発計画等を参考にしながら、計画年次の将来フレームを設定する。
将来交通需要予測の実施
将来需要予測は以下の要領で実施する。
i) 現況OD表と現況のゾーン別社会経済指標を用いて、交通需要予測モデルを作成する。
ii) 作成した予測モデルに将来の社会経済指標を代入し、将来の車種別OD表を予測する。
iii) 現況の道路網データに、将来の予測年度までに供用される予定の幹線道路の情報を追加したものをWithout（ダルトンパス東代替道路が未整備）ケースとし、整備されたものをWithケースとして設定する。With /Without別の道路網データに、将来OD表を配分することで将来交通量を予測する。
iv) ダルトンパス東代替道路の料金設定に伴う利用交通量の変化は、同道路に設定された車種別通行料金を変化させて確認する。計算に当たってはDPWHから得られる車種別の時間価値を用い、車種別通行料金を時間に換算し配分計算を行うことで予測する。

【詳述4：2.（4）　概略設計】
0. 道路の線形設計
道路平面設計 (縮尺 1/2,000)
LiDAR測量により作成する1/2,000地形図を用いて道路平面設計を行う。設計基準はAASHTO（2011）、およびDesign Guidelines, Criteria and Standards for Public Works and Highways / DPWH（2015）に準拠する。平面線形の設計では測量と現地踏査によって更新した設計上のコントロールポイントに対して影響の最小化を図るとともに、構造物（橋梁、トンネル坑口）の適切な配置に留意する。特に、トンネル区間の平面線形は構造性、安全性、施工性等から特段の留意が必要であり、以下の要領で実施する。
【トンネル区間の平面線形のポイント】
· 鉛直ボーリング、横断方向の弾性波探査および電気探査の結果を確認し、トンネル軸方向に存在する断層・破砕帯・帯水層・河川・沢等の位置をできるだけ避けた線形計画とする。
· 坑口部や低土被り部ではトンネル上部の家屋等構造物の存在をできるだけ避けた線形計画とする。
· 坑口は脆弱斜面や崩積土の位置を避けた位置に計画する。
· 平面線形は走行性、安全性、施工性の面からできるだけ直線または大きな半径の線形とする。
· 経済性を考慮し、トンネル断面が視距により拡幅されないよう計画する。
· 想定される最小曲線半径：R=330m（視線が建築限界に入る前提で計算）設計速度60km/h、必要視距L=75m、車線幅3.35m、路肩0.5mを踏まえ、最適な坑口位置等を計画する。

道路縦横断設計(50mピッチ)
LiDAR測量成果の地形モデルから、道路設計3D-CADを用いて50mピッチでの道路縦断図、横断図を作成する。特に、トンネル区間の縦断線形は平面設計同様に特別の留意が必要であり、以下の要領で実施する。
【トンネル区間の縦断線形のポイント】
· 縦断勾配は、施工中及び供用時の排水を妨げないように最低勾配を0.3%、走行車両の排気ガスを極力少なくし、機械換気への負荷を低減する観点から最急勾配を3.0%とする。
· 縦断線形は、施工時及び供用時の排水を考慮し、坑口から坑口への片勾配か、トンネル間に設けたクレストから両坑口への拝み勾配のどちらかとする。
· 縦断線形は地表への影響と施工時の切羽崩壊等のリスクを低減するため、1.5D（D=トンネル外径）以下の低土被り区間が連続しない計画とする。

道路の構造設計
舗装設計
	[image: ]
桁をトンネルで制作して送り出しで架設する等、施工順序、地形条件等より橋梁形式を検討

	[bookmark: _Hlk16152437]出典：山岳部の橋梁架設

	写真 2.2-1　トンネル近傍での架設


設計基準はGuide for Design of Pavement Structures / AASHTO （1993）、およびDesign Guidelines, Criteria and Standards for Public Works and Highways / DPWH（2015）に準拠する。交通需要予測による大型車両の将来交通量を勘案し、また、フィリピンの舗装道路の約49%がコンクリート舗装である事情に鑑み、適切な設計を行う。図 2.2-6　橋梁計画・設計フロー
2.諸条件の整理
3.架橋位置・橋長の決定
4.支間割案の抽出
①設計基準の合意②道路条件確認（建築限界、幅員等）③地形/地盤条件確認④河川
考慮事項⇒橋台位置、施工性、走行性
1.橋梁事情の整理
考慮事項⇒流量、地形（橋脚設置の可否）
①近隣橋梁の状況把握（設計基準、幅員構成等）②事業実績に係る課題抽出
5.形式選定に関する
留意事項の整理
経済性、施工性、維持管理性、走行性、景観性等
6.橋梁形式案の抽出
7.橋梁形式の比較
8.最適案の選定
各形式の適用支間、
桁高、支間バランス
出典：共同企業体作成

橋梁設計
橋梁計画・設計は図2.2-6に示すフローの要領で行う。計画・設計の前に、近隣にある橋梁の調査、情報収集を行い、適用する基準、幅員等の整理と、それに並行して設定する設計条件を踏まえて、橋梁計画を行う。
なお、既存案3（トンネル5km）を採用した場合、「河川に架かる120mの2橋」、「トンネル坑口の谷に架かる300mの1橋（橋脚高は30mを想定）」、「沢部に架かる30m～50mの15橋」の計画が想定される。河川及び沢部の橋梁については水位及び流量に留意して支間長と径間数を設定する必要があり、谷部の橋梁については上部構造を架設するためのクレーンの設置が困難なことが想定されるため、架設方法に留意して橋梁形式の検討を行う必要がある（写真2.2-1にトンネル坑口での桁橋の架設例を示す。）。支間長を30m又は50mとした場合、支間長と橋梁形式の関係から右に示す橋梁形式が抽出される。比較検討は、維持管理性、経済性等を総合的に評価し、最も優位なものを採用案とする。PC橋　→　30m：T桁橋（経産省FSでの優位案）、50m：箱桁橋
鋼橋　→　30m：鈑桁橋（I桁橋）、50m箱桁橋
※鋼床板箱桁橋は上記の中で高価

	表 2.2‑11　支間長と橋梁形式の関係
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	[image: ]

	出典：共同企業体作成


道路・斜面施設、排水施設等の設計
各設計について以下に留意する。
表 2.2‑12　道路・斜面施設、排水施設等の設計に係る留意事項
	設計項目
	対象構造物
	留意事項

	道路・
斜面施設
	擁壁
法枠工、グランドアンカー等の斜面対策工
	· 擁壁の壁高に応じて採用形式を立案。
· 壁高が10m以上の場合、本邦技術による擁壁（補強土壁等）を検討。
· 斜面対策は本邦技術の採用を検討。

	排水施設
	排水溝・マス
	· 適切な流量計算と排水の位置を考慮して設計を実施。


出典：共同企業体作成
道路トンネルの設計
設計フローと関連計画・設計
トンネルの概略設計は、下記フローに示すように各種関連計画・設計と相互に条件を反映しつつ実施する。
	線形計画によるトンネル位置の決定　／　交通需要予測による道路規格の設定

	
	
	

	【トンネル本体設計】
	
	【トンネル設備設計】

	①トンネル性能 ⇒ 対面交通or上下線
	
	①電気設備 ⇒ 配電、照明

	②トンネル断面 ⇒ 必要最小断面
	
	②機械設備 ⇒ 換気、消防、給排水

	③工法選定 ⇒ 発破or機械掘削
	
	③通信設備 ⇒ 通信網、CCTV、情報表示板

	④平面・縦断 ⇒ トンネル離隔、坑口位置、連絡横坑および非常駐車帯の位置
	
	

	3 
	
	

	⑤トンネル本体 ⇒ 地山区分、支保工、覆工
	
	【建築設計】

	⑥坑門工 ⇒ 景観を考慮した形状
	
	①中央管理棟 ⇒ センター、修理場

	⑦防水工、排水工 ⇒ 地下水、河川の保全
	
	②料金所 ⇒ 管理棟、料金所

	⑧舗装・内装 ⇒ 走行性、視認性
	
	③設備用施設 ⇒ 貯水槽、電気室等

	⑨トンネル付属施設 ⇒ 維持管理、安全性
	
	

	出典：共同企業体作成

	図 2.2-7　道路トンネルの設計フロー


交通需要予測とトンネルの断面計画
	[image: ]完成形
暫定形


	出典：共同企業体作成

	図 2.2-8　トンネル標準断面（暫定形・完成形）


トンネルの必要断面は、現状の交通量から対面2車線交通と想定される。一方、将来の交通量の需要予測から上下線分離トンネル（4車線）になることも想定される。本調査では、2車線分の整備後（暫定形）に4車線（完成形）にするステップ整備と、最初から4車線（完成形）を整備するノンステップ整備を表2.2-13のような比較検討により検証する。なお、本代替道路は山岳道路で大型車の交通も多く、トンネルがボトルネックになる可能性もあるため、慎重なトンネル断面計画に留意する。
	表 2.2‑13　整備ステップ比較（概略）

	項目
	ステップ
	ノンステップ

	掘削量
	175m3/m
	175m3/m

	連絡坑
	350m毎
	750m毎

	箱抜き
	両側+片側
	片側×2

	換気
	無
	有

	照明
	対面+1方向
	1方向×2

	CCTV
	両側+片側
	片側×2

	給排水
	両側+片側
	片側×2

	工期
	10年
	5年

	周辺影響
	2期の影響
	1期の影響

	工事費
	○億円
	○億円

	出典：共同企業体作成


地山分類と支保工タイプの選択
	表 2.2‑14　地山分類評価（例）

	地山
等級
	弾性波速度（km/h）
	支保工
パターン
	備考

	
	技術基準による
	ボーリングコアによる
	本設計での速度値
	
	

	B
	4.2～5.5
	5.0以上
	-
	ロックボルト、吹付け工、覆工
	トンネル深部

	CI
	3.8～4.8
	4.5～5.0
	5.0以上
	
	低速度帯

	CII
	2.8～4.0
	3.0～4.5
	4.0～5.0
	上記
＋鋼製支保工
	湧水なし

	DI
	2.0～3.0
	1.5～2.5
	2.0～3.0
	
	坑口・風化岩

	DII
	1.5～2.5
	1.2～2.0
	1.5～2.0
	
	坑口・土砂

	低速度帯の性状
	細片状の岩片、茶褐色に変色、鏡肌

	B, CI等級の判定
	片理面の分離、小崩落に留意、コアの確認

	出典：共同企業体作成


	[image: ]

	出典：共同企業体作成

	図 2.2-9　地山分類評価の流れ


地山分類評価は、現地で実施する地質評価をもとに、道路トンネル技術基準の地山分類表に準拠してボーリングコアの状態と地山弾性波速度を対比し、当該区間独自の判定指標（地山等級と弾性波速度の関係）を作成する。分類評価例及び評価の流れを表2.2-14、図2.2-9に示す。地山分類評価に応じた支保工パターンを計画する。
坑門設計
坑門は経済性と景観性に配慮し、面壁型の場合は、角に丸みを付けるラウンディングやストライプを施すなどの運転者に圧迫感を与えない形式を提案する。提案内容は、CIMを活用したステークホルダー協議を経て採用する。
	[image: ]【現想定】交通量10000台以上
トンネル延長3ｋｍ以上


	出典：道路トンネル非常用施設設置基準・同解説に加筆

	図 2.2-10　トンネル等級区分


トンネル換気設計
	設備
	AA
	A
	B
	C
	D

	通報警報設備
	非常電話
	
	
	
	
	

	
	押しボタン通報機
	
	
	
	
	

	
	火災探知機
	
	
	
	
	

	
	非常警報装置
	
	
	
	
	

	消化設備
	消火器
	
	
	
	
	

	
	消火栓
	
	
	
	
	

	避難誘導設備
	誘導表示盤
	
	
	
	
	

	
	排煙設備
	
	
	
	
	

	その他の設備
	給水栓
	
	
	
	
	

	
	無線通信補助設備
	
	
	
	
	

	
	ラジオ再放送
	
	
	Aの場合に必要な施設

	
	

	
	拡声放送設備
	
	
	
	
	

	
	水噴霧設備
	
	
	
	
	

	
	監視装置
	
	
	
	
	

	
	停電照明設備
	
	
	
	
	

	
	非常用電源
	
	
	
	
	

	基本施設　　　　　　　条件による施設適用

	出典：道路トンネル非常用施設設置基準・同解説に加筆

	図 2.2-11　トンネル等級区分別の非常用施設


フィリピンには長大トンネルがなく、換気設計基準は日本基準が適用されると予想される。日本との環境基準（煤煙量、CO濃度など）の差異に留意する必要がある。そこで効率的な制御を実現するため、ダバオバイパストンネルにて採用されたフィリピン換気設計基準の根拠となる実績データ（煤煙量など）を計測・保存できるモデルベース式予測制御システム（MPVC）のデータが将来流用可能なクラウド換気制御システムの有効性を検討する。
電気設備・保守設備・防災設備の設計
トンネル設備は、日本の基準では図2.2-10のように交通量とトンネル長からその基本構成（図2.2-11）が選定される。本調査でも同様にこれを基本とするが、DPWHの標準仕様（通称Blue Book）も加味し、計画交通量とトンネル延長決定後に適正なトンネル設備の仕様を選定し設計する。
建築設計
	[image: ]

	出典：共同企業体作成

	図 2.2-12　坑門の3DCGの作成例


トンネルの維持管理には設備を収容する施設が必要である。また、近隣に消防署がない場合は独自に消防施設を設置する必要があるなど、必要な施設は現地状況によって異なる。24時間体制での監視では、監視員の生活用施設（食堂、仮眠室など）も重要な施設となる。よって、基本概念を立案し、協議により必要な施設を決定する。
完成予想図（CIMを活用したCG等）
計画・設計時のみならずプレゼンツールとしても活用する。具体的には、事業の特徴を示す完成予想図（全体俯瞰、事業起終点、トンネル坑口、坑内）を作成し、ビジュアルで意思共有できる打合せを実施する。
【詳述5：2.（5）　施工計画・資機材の調達計画】
0. 施工計画
[bookmark: _Ref15575771]工事用道路、トンネル、橋梁および斜面対策工等の構造物・建築施設・設備等の工事工程を検討する。特にトンネルの施工計画は本事業でクリティカルとなるため、表2.2-15に示す内容に留意し検討する。

表 2.2‑15　トンネル施工計画の検討項目
	No.
	検討項目
	検討の内容

	1
	施工設備計画の基本条件
	トンネル設計内容、掘削方式、掘削工法、掘進方向、工区分割

	2
	施工ヤードと工事用道路
	後述

	3
	施工計画
	全体施工ステップ、掘進方向（始点側の用地の確保、工事排水の向きを考慮）、掘削方式（発破or機械）、掘削工法（全断面/補助ベンチ付き/上下半掘削等）、並列施工（並列トンネルの相互の影響を考慮した先行施工、後行施工の計画）、坑口付け（掘削の始点坑口と終点坑口）、掘削・ずりだし工（掘削積込みの方法、ずりの量と運搬の方法：軌道orダンプorベルトコンベヤ）、支保工（コンクリート吹付、金網、H型支保工、ロックボルト）、インバート（掘削、コンクリート打設）、防水工・覆工（裏面排水、防水シート、スライドセントル、覆工コンクリート）

	3-1
	施工の概要
	

	3-2
	坑口付け
	

	3-3
	掘削・ずり出し工
	

	3-4
	支保工
	

	3-5
	インバート工
	

	3-6
	防水工・覆工
	

	4
	工事工程計画
	掘削方式・掘削工法、地山区分を条件として各工種のサイクルタイムを決定して工種毎の工期を検討、工事パッケージ分け、掘進方向、施工ステップに準じて概略工事工程を計画

	4-1
	基本条件
	

	4-2
	掘削・覆工のサイクル
	

	4-3
	工程計画
	

	5
	ずり処理計画
	骨材・盛土部への有効活用、最終処分地、仮置き場、搬出設備検討

	6
	仮設備計画
	給気設備、換気設備、給排水設備、吹付コンクリートプラント設備

	7
	環境影響対策
	排出ガス低減、濁水処理、騒音・振動、地盤沈下・地下水低下

	8
	トンネル補助工法
	工事中の安全・環境対策に有効と考えられる補助工法の提案

	9
	主要機械一覧
	上記の計画における主要使用機械の一覧表の作成

	10
	電力設備
	トンネル工事に必要な電力量の概算


出典：共同企業体作成
先住民および社会環境配慮の観点から、施工計画上で重要となる【工事用道路】、【施工・ストックヤード】、【ずり仮置き場】および【土捨て場】の基本検討方法を下図に示す。
[image: ]現道ダルトンパス
施工ヤード・ストックヤード
ずり仮置き場
土捨て場

	検討項目
	既整備区間 – 周辺主要集落
	周辺主要集落 - 坑口
	[image: ][image: ][image: ]既存道路
土捨て場候補地（案）


	工事用道路
	既存道路の拡幅を実施し、工事完了後は周辺村落が使用できる道路として、引き渡しが実施できることを念頭に検討する
	施工ヤード・ずり処分地へのアクセスは新設工事用道路として、経済性や施工性、環境影響などを踏まえて検討する
	

	施工・
ストック
ヤード
	トンネル坑内へのアクセスの観点から、既存道路区間には設けない
	トンネル坑口周辺への設置を検討する。その際、ROW等の公共区間の範囲内で仮設備の配置等を検討する
	

	ずり仮
置き場
	坑外搬出後のずり運搬距離短縮の観点からも当該区間には設置しない
	掘削ずりは、事業費縮減の観点から骨材および盛土材を施工ヤード内の粉砕設備で処理し、有効利用する
	

	土捨て場
	重交通により既存舗装が損傷する可能性があるため、当該区間には設けない
	DPWH、地元バランガイ担当者および環境社会配慮担当と共に協議し、早期に具体策を検討する
	


出典：共同企業体作成
図 2.2-13　工事用仮設設備の考え方

特殊工法、調達方法に影響する可能性のある工法
本邦技術を活用した工法等、特殊工法を採用する場合には施工計画の中で明確にする。
必要な資機材の調達事情
建設に必要な資機材をリストアップし、現地サプライヤーにヒアリングを行い、調達方法および市場価格の調査を実施して、建設費積算の根拠として活用する。
建設期間中の交通管理計画及び安全管理計画
[bookmark: _Ref15411132]交通管理・安全管理計画は、フィリピンの法令を確認した上で、貴機構の「施設建設等を伴うODA事業の工事安全方針」、「ODA建設工事安全管理ガイダンス」に準拠し立案する。留意点を表2.2-16に示す。
[bookmark: _Ref16159117]表 2.2‑16　建設期間中の交通管理計画及び安全管理計画項目（例）と内容
	項　目
	内　　　容

	仮囲い柵
	施工ヤード、資材置き場、仮設備の設置スペース等に仮囲い柵を設置する

	歩道・防護柵の設置
	工事に使用する既存道路や工事用道路には必要に応じて歩道・防護柵を設ける

	横断歩道・交通警備員の配置
	工事に使用する既存道路や工事用道路において居住区や学校の近くの必要個所に横断歩道を設け、交通警備員を配置する

	架空線位置の明示
	架空線には目印をつけ、ダンプなどの通過による破損を防止する

	安全ガイドライン
	施工時における安全ガイドラインの事前作成を提案する

	工事説明会の提案
	工事前に地元住民に対して安全ガイドラインに係る説明会を実施する


出典：共同企業体作成
資機材調達計画
トンネル位置でのボーリングコアを分析し、骨材・盛土材としての活用可否を判断し、掘削土の有効活用を前提に土配計画を策定する。また、資機材調達計画の策定にあたり、調達先・調達品に応じた現場までの海上・陸上運搬ルート案を策定する。トンネル事業費の上振れが懸念されるトンネル維持管理設備に関しては、将来の製品仕様を想定した部材、パーツ、機材の調達計画を策定する。
【詳述6：2.（6）　本邦技術の活用可能性の検討】
【技術方針5】を踏まえ、具体的な本邦技術の活用検討案を示す。
0. トンネル施工に係る「施工性」、「環境性」に配慮した技術
トンネル工法における「施工性」、「環境性」に配慮した検討案を以下に示す。また、下表以外で「支保工/覆工」には「吹付機械」「鋼製支保工」等、換気施設には「インバータ制御ジェットファン」、「モデルベース式予測制御システム（MPVC）」等、施工実績、経済性等に留意して検討する。
[bookmark: _Ref16159106]表 2.2‑17　トンネル施工に係る「施工性」、「環境性」に係る本邦技術の検討（案）(1/2)
	ニーズ
	工法名
	概要
	参考図

	施工性
	探査：切羽
前方探査
	ジャンボのドリフターに取付けたセンサーが削孔速度、押し付け圧、回転圧などのデータを収集し、それを基に地質を3D-CAD（CIM）化する。適宜、設計モデルを更新し、地山の硬軟や断層破砕帯の有無を可視化する。
	切羽前方探査
ドリルジャンボ


	
	掘削：ドリル
ジャンボ
	トンネルの削孔、支保、ロックボルトの工事に利用できる多機能型重機。前方探査機能を有する機種もある。
	

	環境性
	トンネル
坑口防音扉
	発破掘削により発生する騒音・低周波を抑制し、斜面の転石、周辺の生物や住民への影響を低減する。
	


出典：共同企業体作成

表 2.2‑18　トンネル施工に係る「施工性」、「環境性」に係る本邦技術の検討（案）(2/2)
	ニーズ
	工法名
	概要
	参考図

	環境性
	防音シート
	騒音影響の対象となる受音点の民家などに直接設置する。素材はPVCと高強力ポリエステル基布の合成シート等。防塵対策にもなる。
	坑口防音壁
防音シート


	
	防音壁
	防音パネルを支柱間に嵌め込んで造る壁。防音シートより防音性能が高く、トンネル工事では坑口周囲やずり置き場周囲等に適用される。
	


出典：共同企業体作成
トンネルの「維持管理性」に係る技術
トンネルの維持管理の容易性を観点に次表のものを検討する。
表 2.2‑19　トンネルの「維持管理性」に係る本邦技術の検討（案）
	工法名
	概要等

	親水コーティング
カメラ
(Hydrophilic Coating Camera)
	[image: ]カメラのレンズはワイパーや清掃によって視認性を維持している。本技術はレンズに親水コーティングを施し、雨水による光の乱反射を抑え、視認性を確保することができる。以下が利点である。
・故障頻度が高いワイパーが不要コーティングなし
コーティングあり

・電力使用料、清掃頻度の削減

	超高感度
ネットワークカメラ
	肉眼では認識困難な暗闇で、僅かな光で明るく鮮明に撮影が可能なCCTV技術である。照明設備がない道路での使用が可能であり、防犯用としても効果を発揮する。

	インバータによる
給水ユニット制御
	インバータにより給水ユニットの制御を行うもので、起動電力を大幅に小さくでき電力使用料の削減に寄与する。

	スリム型
トンネル照明器具
	従来器具より重量を1/3程度に軽量化したトンネル用照明器具。施工性の向上とともに落下する危険性も軽減され、維持管理性も向上する。↑スリム型　従来型→


	NFC通信機能を用いた効率的な給水ユニットの点検
	[image: ]NFC（Near Field Communication）通信機能を搭載した専用アプリ（スマートフォン）にて給水ユニット操作部から運転状態を読み取り、自動で運転記録の管理および点検報告書の作成を行う技術である。点検作業の効率化を図ることが可能である。


出典：共同企業体作成
橋梁
橋梁で留意するニーズは「フィリピンへの技術移転（紹介）」、「耐震性」であり、以下のものを検討する。
表 2.2‑20　橋梁に係る本邦技術の検討（案）
	ニーズ
	工法名
	概要等

	フィリピンへの技術移転（紹介）
	深礎杭
	ダバオバイパスで採用した基礎形式で、人力掘削により施工ができ、山岳橋梁での採用に優位である。技術移転を踏まえ、本邦技術として検討する。

	
	抗口一体型橋台
	抗口と橋台を一体化した構造物で、本邦技術としての検討が可能と考える。

	
	段差フーチング
	橋台の底版を斜面なりの形状で構築する。日本での山岳橋梁での実績が多い。フィリピンでの実績がなく、技術移転を踏まえ、本邦技術として検討する。メタルロード


	
	メタルロード
	山岳道路での実績が多く。大規模な切土が回避でき、狭隘部での施工が可能である。

	耐震性
	耐震に優れる支承及び下部構造の配筋技術
	免震支承等を橋梁に採用し、耐震性に優れる橋梁技術の技術移転等を検討する。また、日本の橋梁の下部構造は中間帯鉄筋に関する研究が進み、鉄筋の加工形状、配筋方法に関する知見が豊富で、その技術移転を検討する。


出典：共同企業体作成

斜面対策
[bookmark: _Hlk16088836]斜面対策で留意するニーズは「景観性」、「災害に強い安全な道路構築」であり、以下のものを検討する。
表 2.2‑21　斜面対策に係る本邦技術の検討（案）
	工法名
	アンカー付鋼管杭
	ユニットネット工法
	ロックシェッド

	ニーズ
	災害に強い安全な道路構築
	景観性
	災害に強い安全な道路構築

	概要
等
	グランドアンカーと鋼管を併用し、地滑りに抵抗する。抵抗力が分散され経済性に優れる。
	樹木等の生育する斜面において、伐採することなく斜面を安定化させることができる。
	対象路線近傍は落石があり、シェッドの採用実績がある。日本式シェッドの技術移転を行う。

	図・
写真
	[image: ]
	[image: ]
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【詳述7：2.（12）　環境社会配慮に係る調査】
0. 第1段階　－　路線選定支援、環境社会配慮の作業量確定に係る作業
路線を確定させるための環境社会配慮上の支援を行う。保護区、集落分布、土地利用等について関連資料の収集、関係機関からの情報収集、現地踏査等を通じて各路線案の環境社会配慮上の評価（IEEレベル）を行い、コントロールポイントを確認する。確定した路線案に対して、EIA、先住民族計画（IPP:Indigenious Peoples Plan）調査の具体的なTOR（数量を含む）を作成する。また、調査計画段階（スコーピング案）における助言委員会に係るその他資料作成や質疑対応等の業務支援を行う。
第2段階　－　EIA, IPP作成　（補足事項）
スコーピング案および調査TORに基づき、EIA、IPPの調査を実施する。各調査は、経験豊富な現地再委託先に委託して実施する。IPPの作成にあたってはFPIC手続きにおける資料（CP、MOA、ADSDPP）等をレビューの上、先住民現地専門家を活用したコミュニケーションを図り、既存計画・調査結果との整合を図りながら進める。調査結果を「カテゴリーB案件報告書執筆要領」に基づき報告書案を取りまとめる。EIA案、IPP案について助言委員会（DF/R説明）で助言を受けるため、資料作成や質疑対応等の業務支援を行う。
【詳述8：2.（13）　用地取得・住民移転計画案の策定支援】
0. 第1段階　－　RAP作成に係る作業量確定のための作業内容
RAP作業量は調査対象世帯数により変動することから、調査対象世帯数の概算がクリティカルとなる。選定された路線に対し下記の手法にて調査対象世帯数を概算し、RAP案作成に係る作業量を検討する。
表 2.2‑22　RAP案作成に係る作業量確定の手順と作業内容
	手順
	作業内容

	1. 関連機関への聞き取り
	関連機関への聞き取りや地籍図などから地権者や土地区分を確認する。

	2. 現地踏査による最終化
	選定された最適案に対して現地踏査を行い、衛生画像では把握できない建物・土地利用状況やその他の特筆事項を確認する。

	3. 作業量の検討
	上記2および3の結果から調査対象世帯数を概算し、今後の作業内容と作業スケジュールを検討、必要な投入および現地再委託の作業量を検討する。


出典：共同企業体作成

第2段階　－　RAP案作成に係る作業内容（補足事項）
RAP案作成に係る現地調査は現地再委託にて実施する。クリティカルとなる社会経済調査の品質確保、工程管理、住民協議の開催スケジュールについて下表に示す方法にて作業を行う。
表 2.2‑23　RAP案作成においてクリティカルな項目と作業方針・内容
	項目
	作業方針・内容

	社会経済調査
	· センサスおよび資産目録調査は全数調査を行うが、調査漏れが起こる可能性がある。調査漏れを防ぐために、地形測量にて調査対象範囲の資産（全建物および土地区画）を記録し、調査対象となる建物および土地に通し番号等をつけて整理する。
· 調査済の資産には調査実施日を記録し、調査漏れの防止および進捗管理を行う。

	住民協議
の開催
	· バランガイごとに住民協議を開催することで、早い段階から被影響住民の用地取得・住民移転への参加を促すことが可能と考えられる。一方で、本事業は約50kmと全長が長いため、バランガイごとの住民協議開催には、時間を要する可能性も高い。DPWHおよび路線が通過する自治体等と協議し、可能な限り被影響住民が参加しやすい距離および発言しやすい規模での住民協議開催を検討する。
· 弊共同企業体のこれまでの経験では、女性の参加や発言が難しいという状況は見られなかったが、DPWHや自治体等へ確認し、本件の事業エリアで女性や社会的弱者の住民協議への参加が難しいと確認された場合は、フォーカスグループディスカッションを開催して、女性や社会的弱者の参加を促す。


出典：共同企業体作成
【詳述9：2.（18）　トンネル等の技術紹介に係る現地セミナー及び本邦招聘の企画・実施】
『トンネル建設・保守管理等にかかる我が国の技術紹介』、『契約管理上の特性（トンネル事業の地盤条件の不確実性から多く発生する設計変更等）の理解』を目的として、50人程度の参加者を想定する現地セミナーを2回実施する。また、『トンネル建設・保守管理等にかかる我が国の技術紹介』を目的に、5名を上限とする参加者による本邦招聘を1週間程度実施する。
0. 現地セミナー
以下にプログラム（案）を示す。また、現地では現在実施中のフィリピンでの初の長大トンネルである「ダバオパイパストンネル」の査察を提案する。
表 2.2‑24　現地トンネルセミナーのプログラム（案）
	テーマ
	分類
	題目
	担当者

	技術紹介
（1回目）
	概論
	近隣諸国でのトンネル建設の現状
	業務主任者

	
	
	実施事業の紹介：ダバオバイパストンネル
	先方政府

	
	トンネル土木
計画・設計
	トンネルの線形計画・内空断面計画、NATM・掘削方式・工法・支保パターン、トンネル構造（覆工、支保工、ロックボルト等）、トンネル坑口、補助工法
	各計画・設計担当

	
	トンネル設備設計
	トンネル設備（照明、電源、換気、給排水、通信他）
	トンネル施設設備

	
	トンネルO&M
	トンネル管理センター
	運営・維持管理

	
	トンネル施工計画
	トンネル施工計画・施工機械
	調達／施工計画

	管理上
の特性
（2回目）
	概論・自然調査結果
	トンネル調査、地形、地質、水文、地質分類評価
	業務主任者

	
	環境影響
	トンネル環境影響と社会影響
	自然・社会環境

	
	トンネル積算
	トンネル工事積算、歩掛、ユニットプライス
	事業費積算


出典：共同企業体作成


本邦招聘
構成員であるNEXCO中日本の知見・施設・建設中の現場を活用して本邦招聘を実施する。研修場所は同社本社及び同社グループ会社が保有する研修施設で行う。また、トンネル本体やトンネル設備の理解を深めるため、対面通行で供用されているトンネルの視察を行う。
本邦招聘は、路線選定、本邦技術の活用検討が進んだIT/Rの説明後の2020年3月下旬に実施する。現時点のカリュキラム（案）を示す。
表 2.2‑25　本邦招聘カリキュラム（案）
	日時
	区分
	内容
	場所
	宿泊

	1
	日
	午前
	移動
	マニラ発（8:25）
	
	東京

	
	
	午後
	移動
	羽田着（13:40）
※到着後、ブリーフィング、携帯電話の配布等
	
	

	2
	月
	午前
	管制センター視察
	川崎道路管制センター・コミュニケーションプラザ川崎
	川崎市
	東京

	
	
	午後
	現場視察
	秦野（トンネル建設現場）
	秦野市
	

	3
	火
	午前
	移動
	移動（東京→名古屋）
	
	名古屋

	
	
	午後
	トンネル
保全の概要
	高速道路保全事業の概要、トンネル保全事業の概要、トンネル付属施設の概要
	名古屋市
	

	4
	水
	午前
	構造物点検
研修所視察
	E－MAC技術研修センター
美濃のり面研修所
	各務ヶ原市
美濃市
	高山

	
	
	午後
	移動
	移動（→高山）
	
	

	5
	木
	午前
	対面通行トンネル視察
	飛騨トンネル
	飛騨市
	松本

	
	
	午後
	
	安房峠トンネル
	高山市
	

	6
	金
	午前
	移動
	移動（松本→長野道・中央道経由→東京）
	
	東京

	
	
	午後
	視察のまとめ
	JICA表敬、意見交換会（視察報告）
	
	

	
	
	深夜
	移動
	帰国準備→空港へ移動
	
	

	7
	土
	午前
	移動
	羽田発（01:15）、マニラ着（04:50頃）
	
	機中
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【詳述9：2.（19）　3次元モデルを用いたCIMデータの活用】
3次元モデルの作成、ならびにそれに基づく検討は口絵等に示しているように、路線選定段階から行い、地質調査結果、概略設計の結果を反映したCIMモデルを作成する。また、詳細設計ならびに施工時のICTに活用できる基本データとすることを念頭にCIMモデルを整備する。主な活用目的を表2.2-26に示す。
[bookmark: _Ref15414640]表 2.2‑26　本業務ならびに施工段階で想定される3次元モデルの活用範囲と目的
	事業の段階
	3次元モデルの整備
	活用目的
	活用例

	路線選定
	路線施設モデル
	· 設計における留意点の確認、
	[image: ][image: ]維持管理時
設計時


	概略設計／
詳細設計※
※詳細設計時に情報を追加・更新
	現況地盤モデル
	· 設計のベース地形データ
	· 

	
	設計施設モデル（土工部・トンネル部・橋梁部）
	· 2D概略設計図面作成の自動化による省力化
· 数量計算の省力化
· 3DCG/動画を活用した関係者への説明
	· 

	
	地質情報モデル
	· 推定地質図の作成の省力化
	· 

	施工段階
※詳細設計データを施工業者に提供、施工業者がモデルを更新して活用
	地質情報モデルを含むトンネル施設モデル
	· 前方探査とタイムリーな3Dモデルの更新による施工時の安全確保、対応策の検討・実施
	· 


出典：共同企業体作成
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※企画競争説明書の項目から一部変更し、事業実施スケジュールは2.(8)に示す
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